
団体名

評価調書（県総合評価調書）

【評価の基準】

　　　（１）多様化・高度化する県民ニーズや社会経済情勢等の変化への的確な対応

　　　（２）厳しい財政状況を踏まえた簡素で効率的な事業展開

　　　（３）県の財政的、人的関与の適正化による主体的・機動的な団体運営

　　　（４）役職員体制の適正化による自律的かつ効率的な組織運営

　　　（５）積極的な情報提供の推進による団体に対する県民の理解と信頼の促進

１．評価結果（個別観点）

評　価

評価の目安

２．総合評価

総合コメント

評価内容

団体のあり方

組織運営

事業実績

県の人的関与
について

○国の農政改革では、担い手への農地集積の推進や、若年農業者数を拡大させ
ることとしている。
○こうした中で、平成26年度から開始された農地中間管理事業において、しまね農
業振興公社は、従前より実施している農地保有合理化事業により蓄積した知見や
市町村等との連携関係を活かし、効率的かつ効果的な事業実施体制を整備。
○また、担い手育成の面では、平成13年から後継者育成に携わっており、ノウハウ
を蓄積。
○これにより農用地の利用効率化、農業の担い手の確保育成において本県農業
の振興に大きく寄与している。

県施策との連携を図るため、担い手の育成確保及び農地政策担当職員１名
を派遣。また、中海干拓事業については県担当部署の職員１名が兼務により
従事。

○役員の過半は経営に関し実践的な能力をする者、その他は農業行政、農地・農
業問題、農業基盤整備の精通者等で構成され、担い手の育成・確保に向けた総合
的な支援を実施できる役員体制。
○正規職員４名で対応しているが、農地中間管理事業の事業周知が進み業務量
の増加が予想される平成27年度以降については、現行体制での対応には限界が
あるため検討が必要。

○各事業の実績
(1)農地中間管理事業
　　借受518ha、転貸445haで、国割り当ての年間集積目標面積1,560haには未達。
(2)青年農業者等の確保育成に関する事業
　　就農相談1,382件、研修・就業・定住等に至ったものは63件でともに増加傾向。
(3)中海干拓事業農地保全合理化促進事業
　 目標どおり3.6haを担い手等に長期貸付し、公社保有地の残りは11ha(4%)。未売
渡農地の解消が図られつつある。
(4)飼料畑等の農業生産基盤整備事業
　 一部、次年度繰り越しとなった工事が生じたが、増頭計画への影響は生じていな
い。

観　点

団体の経営評価
報告書における
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て

課題の内容等

本県農業と、組織運営上
の課題を捉えている

○安全性・健全性
　・自己資本比率を高めていくために、保有地の売却に向けて一層の努力が必要。
　・流動比率は高く、短期的な支払い能力に問題はみられない。
○効率性
　・人件費比率は低く、職員一人あたり事業収益額は高い傾向にあり効率的な経
営が行われている。ただし、平成27年度以降は、農地中間管理事業の利活用が進
み人件費の増加が予想される。
○自主性
　・現在は安定した財源が確保されているが、国県への財政的依存度は高い傾向
にあるため、制度改正により財源が不安定となる可能性がある。

公益事業の効率的かつ継続的な実施を可能とするため、組織体制強化に必
要な事業費を財政支援。

今後の方向性 評価コメント

県施策との連携が図れて
いる

各活動の実施にあたっては、事業展開
上の課題整理、取り組み手法の検討が
必要

A:良好である　B:ほぼ良好である　Ｃ：やや課題がある　D:課題が多い　

(公益財団法人しまね農業振興公社）

　事業開始初年度の農地中間管理事業について、前半は市町村との連携強化に向けた業務、後半からは農地貸
借の仲介による担い手への農地集積の業務を実施。H26年度実績は目標未達であり、事業推進体制の見直し等
が必要。
　その他事業については、ほぼ目標どおりの実績が得られ、本県農業の発展に向けての担い手への支援で一定
の成果が得られた点は評価できる。
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B財務内容

県の財政的関
与について


